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はじめに 
 

本調査の背景と目的 

 

県では交流人口の拡大を図るため、秋田空港（特定地方管理空港：国設置、県管理）

における民間活力の活用を検討しているところである。平成 27年度には秋田県管理空港

の秋田空港及び大館能代空港を対象に、２つの空港間の連携や二次交通を活かした活性

化のあり方を検討したが、国内の空港で既存の官民連携手法として認知されている指定

管理制度や包括管理委託では運営の効率化は図れるものの交流人口の拡大や地域の活性

化を期待することができず、また公共施設等運営権制度による独立採算型のコンセッシ

ョンでは秋田県管理空港の利用者等の規模では現状の民間市場では導入が厳しいとの結

果であった。 

 しかしながら、包括管理に路線誘致等に係る業務を加えた委託方式など、秋田空港の

規模でも活性化を期待できる新たな運営方式に活路を見いだしていくことが今後取り組

むべき課題と認識できた。 

他方、日本国内の各空港ではこの１～２年でコンセッションの導入を前提とした検討

が急速に進み、空港分野における民間活用市場が形成されていく動きもみられる。 

本調査では秋田空港において、新たな民活運営方式やコンセッション（フルコンセッ

ションに限らず、条件付きのコンセッションなど）の導入に必要となる要因や条件を整

理するため、財務分析、需要予測や収支シミュレーション等の分析を行った上での基本

スキームを検討する。 

 また国内空港の民営化に参入の意欲を示している企業や県内の様々な企業へヒアリン

グを実施し、地元企業はどのような関心を示しているか、また地元が参画していくこと

で、空港運営が新たな地域産業を創出していく仕組みづくりについても検討を行ってい

く。 

図表 1 本調査に関連するこれまでの経緯 
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第 1項 財務、施設等基礎情報の整理・とりまとめ 

 

1-1．情報収集 
 
(1) 秋田空港を取り巻く情報の整理 
 
① 秋田空港の概要 

秋田市中心部の南東約 25Km に位置する特定地方管理空港で、国内４都市への定期便を運航し

ている。 

空港の周辺約 600ha の用地を緩衝緑地帯として確保し、将来の住宅接近化を防ぐため「県立中

央公園」として整備した都市公園型空港であり、旅客数は、国内線、国際線合わせて約 120 万人

である。 

平成 13 年に秋田空港初の国際定期便として仁川(ソウル)便が就航したが、平成 27 年 12 月 3

日～29 年 3 月 25 日の運休が決定している。平成 14 年には関税空港等に指定され、国際航空貨

物の取扱いも行っている。 
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図表 2 秋田空港の概要 

 

 

(出所)空港管理状況調書、秋田県資料 
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② 二次交通の概要 

秋田空港からは、エアポートライナー(乗合タクシー)やリムジンバスが運行しており、空港か

ら主要観光地や秋田市内への移動手段となっている。 

エアポートライナーが県内の主要な観光地との間を運行しているのに対し、リムジンバスは秋

田市内への運行となっている。 

 
図表 3 二次交通の概要 

 

 
（出所）秋田県資料、秋田空港ホームページ 
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③ ターミナルビルの概要 

国内線ターミナルビルは昭和 56 年に供用が開始されている。平成 5年に国際線専用ターミナル

ビルが竣工し、現在滑走路南側に国内線ターミナル、国際線ターミナルが隣接して配置され、連

絡通路で連結されている。平成 25年にターミナルビルをリニューアルし、秋田杉を使用した内装

への改築、売店エリア・取扱商品（酒類等含む）の拡充、デジタルサイネージ設置等を行ってい

る。 

ターミナル前には県営の駐車場があり、平成 22年に増築された立体駐車場、第 1～第 3駐車場、

大型車駐車場が敷設され、普通乗用車 2,232 台、その他大型バス 45台分が駐車可能である。 

 

図表 4 ターミナルビル概要 

 
(出所)秋田県資料、秋田空港ホームページ 
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図表 5 ターミナルビル フロアマップ 

 
(出所)秋田空港ホームページ 

 
図表 6 リニューアル後のターミナルビル内部 

 
(出所)秋田空港ホームページ 
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④ 利用状況 

旅客数は、平成 9年の秋田新幹線開通の影響を受け、以降 2 年間で 20万人程度減少したが、

その後回復を見せた。また世界金融危機による景気後退等の影響を受けて再び落ち込んだが、近

時は漸増傾向にある。 

また搭乗率は 65％前後で推移していたが、近時は便数の増加によりやや低い傾向にあった。

しかしながら平成 28 年には 68%に回復している。 

 

図表 7 秋田空港の旅客数及び搭乗率の推移(定期便のみ) 

 
（出所）秋田県資料 
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(2) 先行する類似事業に関する情報の整理 
 

他空港との比較 

 民営化を導入、または検討中の空港のうち、秋田空港と類似規模空港との比較一覧は図表 8 の

通りである。 

 
図表 8 他空港との比較一覧（平成 29 年 3 月時点） 

 

（出所）各空港ホームページ、空港管理状況調書より作成 
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1-2．財務情報及び施設情報等整理とりまとめ 
 
① 空港基本施設の収支（企業会計ベース） 

平成 22～27 年度における企業会計ベースでの空港基本施設（駐車場を含む）の収支は下記の通

りである。 
 平成 22～27 年度を通じて支出超過の状態にある。 

 駐車場事業は県によって運営されており、駐車場使用料は県の歳入として維持管理費用に

充当されている。 

 平成 26 年度は除雪車購入（スイーパ 3台、プラウ 4台）のため、他の年と比較すると資

本的支出が多い。 

 平成 26 年度以降は機材の小型化により着陸料収入が減少している。 

 資本的支出を県費より支出しており、施設更新については国庫補助事業により実施して

いる。 

 

 

② ターミナルビルの収支 

 平成 22～27 年度におけるターミナルビル(“TB”)の収支は下記の通りである。 

 
 平成 22 年以降、売上高は直営事業を中心に増加し、毎年営業利益を計上している。 

 平成 27 年度は特別損失の計上により、純損失を計上している。 

 

  また、TBへの聞き取りにより下記の点が判明している。 

 直営事業においては平成 25 年度のリニューアル以降、販売商品の品揃え強化により売上

が拡大している。ただし、取扱商品変更に伴う仕入額上昇等により原価も上昇している。 

 付帯事業収入には広告収入、ラウンジ使用料、飲料自販機手数料が含まれるが、ラウン

ジ使用料が占める割合が最も大きく、その増加が売上増加に寄与している。 

 平成 27 の売上増は特殊要因（空港内で使える商品券の売り出し）に依るところがあり、

平成 26 を基本的な水準と見做すことが妥当である。 
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③ 航空売上：着陸料収入の推移 

 着陸料収入と乗降客数及び着陸回数の推移については、下記の傾向が読み取れる。 

 

 乗降客数は増加している一方、着陸料収入は平成 25 年度をピークとして減少傾向にある。 

 着陸回数は平成 25年度以降も安定的であるが、機材小型化により着陸 1回当たりの着陸

料収入は低下している。 

 

 

④ 非航空売上：駐車場・ターミナルビル直営事業収入 

 非航空売上のうち、乗降客数との関連が強い駐車場収入、TB直営事業収入の推移については、

下記の傾向が読み取れる。 

 

 乗降客数に対する駐車場利用者の割合は約 80%で、乗降客数、駐車場利用者共に継続的に

増加している。 

 近年では平成 22 年度の立体駐車場供用開始に伴い駐車場料金が改定されているが、駐車

場利用者単価はほぼ横ばいである。 

 

 

⑤ 空港施設更新計画 

県策定の空港施設更新計画は下記の通りである。 

 

 平成 28～30 年度の整備事業は主に誘導路、場周柵改良に関する工事で、誘導路については

20 年サイクルでの更新を見込んでいる。 

 平成 31 年度以降の整備事業については主に滑走路改良に関する計画があり、10年サイク

ルでの更新を見込んでいる。 

 車両については、県が現在管理している車両の取得年を基に耐用年数を 18年として更新を

見込んでいる。 
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⑥ 空港基本施設 施設情報 

 空港基本施設の主な施設は図表 9 から図表 12 の通りである。 

 

図表 9 土木施設1 

 

(出所)公有財産台帳、監査資料、国有財産管理委託財産目録 

 

 

図表 10 建築施設（県管理） 

 

(出所)固定資産台帳、秋田空港概要 

 

 

 

                                                   
1 県の更新計画では平成 28～30 年度で誘導路改良に着手している。 
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図表 11 車両（県管理） 

 

(出所) 秋田空港概要 
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図表 12 飛行場照明施設（県管理） 

 
(出所) 秋田空港概要 

 
以上の空港各種情報より財務・施設等の情報整理の上、インフォメーションパッケージ案をと

りまとめ、本業務における事業者ヒアリングや次年度以降の関係機関協議等における基礎情報と

する。 
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第２項 事業者ヒアリング等  

 
 秋田空港運営に対する民間企業の関心度等を量るため、下記の要領でヒアリング調査を行った。 
 
2-1. 実施内容 
 
(1) 事業者ヒアリングの目的 
 
 ヒアリング先の類型別にそれぞれヒアリングの目的を設定した。 
 
①地元事業者等 

(1) 金融機関 

(2) 指定管理者事業経験企業 

(3) 秋田空港関連業務受託企業及び二次交通等関連企業 

地元事業者等対しては、下記の観点から関心度の確認と参画条件等の聞き取りを目的とする。 

 事業への関心度醸成のための内容紹介（(1)～(3)に対して） 

 具体的に担当可能な業務等の確認（(2)～(3)に対して） 

 事業実施のための体制等の課題の確認（(2)～(3)に対して） 

 

②県外企業（運営権事業応募経験者） 

運営権事業応募経験者に対しては、下記の観点から関心度や参画にあたっての課題の聞き取り

を目的とする。 

 応募経験に基づく、事業としての魅力の有無の確認 

 参画にあたっての事業スキーム等の条件の確認 

 地元事業者の活用可能性の確認 

 

 

(2) ヒアリング先の類型別でのヒアリング事項 
 
 ヒアリング先の類型別にそれぞれヒアリング事項を設定した。 
 

 

①地元事業者等 

 秋田県管理空港において民間活用スキームが導入された場合の関心度合い（(1)～(3)に対し

て） 

 参画する場合に、担当可能な業務（(2)～(3)に対して） 

 想定している事業スキームに対する意見・要望（(1)～(3)に対して） 
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 資金提供に関する関心度、条件（(1)に対して） 

 

②県外企業（運営権事業応募経験者） 

 先行事業における対象者の役割、事業条件の設定に対する課題や発注者・地元に対する改善

要望 

 秋田県管理空港において民間活用スキームが導入された場合の関心度合い 

 想定している事業スキームに対する意見・要望 

 地元事業者と協働する場合の課題等 

 

 

(3) ヒアリングの段階的実施 
 
 ヒアリングに当たっては、まず本調査事業の背景・経緯に関する情報提供が必須であると考え

られることから、二段階での実施を計画した。 
 
①初期ヒアリング：ヒアリング先企業に対し、本調査事業の背景・経緯を含め情報を提供すると

共に、関心度の確認を主な目的として行う。 

 

②詳細ヒアリング：関心度の高い企業を中心に、具体的な参画の役割・条件の確認を目的として

行う。 
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2-2. ヒアリング結果 
 

今回ヒアリングを行ったのは、地元企業（金融機関 2 社、指定管理者事業経験企業 2社、空港

関連業務受託企業 6社）及び県外企業（運営権事業応募経験者）6 社で、それぞれの結果は下記

の通りである。 

 

(1) 初期ヒアリング 
①-(1) 地元金融機関 

 秋田空港への民間活力導入について関心を示してはいるものの、両行とも情報が少なく、

事業の実態への理解も必ずしも深いとは言えない状況であった。一方で事業スキーム次

第では金融機関の役割も大きくなってくる可能性があるため、地域の民間事業者の関心

度を高めていくなどの役割を今後担っていく可能性がある。 

 今後は、民間活力導入の是非について、地域の企業や住民が正しい認識や判断を持てる

ようにするためにも、地域経済界の取りまとめ役として情報交換を活発に行い、認識を

深めてもらうことが重要と思われる。 

  

図表 13 地元金融機関に対するヒアリング結果 
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①-(2) 指定管理者事業経験企業 

 県有施設の指定管理事業の経験者ということで、行政が実施する事業に対する理解は十分

であった。他方、収益面では必ずしも企業経営に貢献度が高いというわけではないため、

事業に対する十分な理解が不可欠との認識している。 

 空港経営についての重要度は認識しているものの、自らがどのような役割を担えるのかに

ついてイメージがないため、今後さらに勉強の機会を増やしたいとの意向が強い。 

 コンソーシアムの一員となる可能性はあるが、資本金の規模等を勘案しても代表企業とな

るまでの財務体力はないものと推察される。 

  
図表 14 指定管理者事業経験企業に対するヒアリング結果 
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①-(3) 秋田空港関連業務受託企業及び二次交通等関連企業 

 いずれの企業も空港開設来関与している事業者であり、空港事業への理解・造詣が深く、

今後の民間活用には不可欠な事業者であることが推察される。 

 既存業務の継続性の観点から関心度は高い。ただし、財務体力等の面でどこまでの役割を

担えるのかについては不透明で、代表企業にはなりえないが重要な構成員となる可能性が

高く、今後も十分な情報提供または意見交換が必要である。 

 空港関連業務受託企業 Cについては、管理者と同等もしくはそれ以上に知見が蓄積してい

る可能性があり、空港の効率的経営に必要なノウハウを有している可能性が高い。関心度

も高いため、今後、事業参画に向けての十分な情報提供を行っておくことが必要と推察。 

 空港関連業務受託企業 Eはグラハンを担っているため、空港についての理解も深く関心は

ある。また現行の業務への影響についての懸念があるため、積極的ではないが出資につい

ても対応の必要性はあるものとの認識している模様である。一方、空港全体としての収支

について必ずしも良好ではないとの認識があるようであり、自らが路線誘致のノウハウを

有するわけではないため、県のサポートへの期待がみられる。 

 空港関連業務受託企業 Fは空港開設以来、航空給油業務を担っているが、地元で幅広いビ

ジネスを展開している親会社と別途確認が必要である。 

 
図表 15 空港関連業務受託企業に対するヒアリング結果 
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②県外企業（運営権事業応募経験者） 

 規模の観点から、いずれの企業も秋田空港は現時点では検討の対象となりづらいとの反

応であった。 

 将来的に運営対象が増えていく中でポートフォリオ2の中の一つとしての可能性はあり

そうだが、少なくとも現時点での構想に入っているとは言い難い印象である。空港民間

委託への関心は高く、話としては前向きに聞いているものの、やはり規模や成長性の観

点から、投資リスクを負担してというところまでの反応は見られなかった。 

 そうした中で、よりリスクの少ない包括管理＋路線誘致インセンティブについては一部

の企業が関心を示した。ただし、実績という観点が念頭にあるため、早くに実施するこ

とに意義があるとの印象であった。また、寒冷地空港運営のノウハウについては一定程

度興味があるものと思料される。 

 

図表 16 県外企業に対するヒアリング結果 

 

 

 

 

                                                   
2 一運営権者が複数空港を運営する場合、その複数空港の組み合わせを指す。 
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以上のヒアリング結果を総括すると、地元金融機関・県内企業は、県内の重要な交通インフラ

として事業参画への関心は高いが現状では情報が不足しており、併せて知見獲得の必要性を認識

している状態であることが判明した。一方、県外企業は空港民間委託の分野には関心が高いが、

現在の秋田空港の規模では参画に障壁があり、スキームや選定段階（従来のコンセッションの選

定プロセスよりも負荷の軽減が望まれる）の工夫によるインセンティブが必要である。 
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(2) 詳細ヒアリング 
 

前述の通り、初期ヒアリングでは各社に対し、本調査事業の背景・経緯を含め情報を提供する

と共に、関心度の確認を主な目的として行った。 

現状では空港経営に関する情報開示は限定的であり、ある程度の関心を持っている企業に対す

る詳細ヒアリングにおいて、各社のより具体的な参入可能性を把握するための回答を得るため、

インフォメーションパッケージ等での空港経営に係る情報の提供を基に以下の点の聞き取りを実

施した。 

 

 参画関心度 

「関心度は高いが現時点では判断が難しい」と回答した企業が最も多かった。 

 

 関心のある具体的業務 

各企業の既存事業範囲内で対応可能な業務に対する関心が高かった。 

 

 参入検討に当たり必要な情報 

 具体的な業務内容、参画に関心のある他企業等の情報を求める企業が多かった。 

 

 懸念事項 

 採算性及び空港運営に係るリスク対する懸念が強かった。 

 

 今後必要な取り組み 

 県民・経済界等を交えた意識醸成の場に対する要望が強かった。 

 

特に地元企業は、空港経営に関する検討も今回が初めてであり、空港経営に係る詳細情報を提

供した上でも、現時点で判断が難しいとする企業が多かった。一方で初期ヒアリングに引き続き

高い関心は示しており、地元企業に対しては理解の深化、意識醸成の場を提供していくことが求

められている。また県外企業に対しては、今後も継続的に情報提供・交換を行っていくことが有

用と考えられる。 
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第３項 官民の役割分担、人員体制検討及びリスク分析 

 
3-1．官民役割分担及び人員体制の検討 
 

 昨年度の調査において、秋田空港の現状の収支状況では、国内空港において適用されてい

る従来のフルコンセッション方式の導入は難しく、また包括管理委託方式では地域活性化の

実現が難しいことが判明された。本調査では条件付きのコンセッション方式などのバリエー

ションを含め、新たな民活運営方式の官民役割分担等を検討する。 
 
(1) 官民役割分担の検討 
 
① 特定地方管理空港における導入手法の整理 

特定地方管理空港の場合、設置者は国、管理者が地方公共団体と異なるため、導入可能な

手法に制約があることが推察される。例えば特定地方管理空港は国有財産であり地方自治法

の対象外であるため、指定管理者制度の導入は困難である。 

また、特定地方管理空港は空港の所有者が国であるため、管理者である地方公共団体によ

る運営権の設定ができないが、コンセッション方式と同様の民間による空港運営が可能とな

るよう、民活空港運営法附則第 14条において「指定運営制度」が措置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【抜粋】民活空港運営法附則 
（特定地方管理空港運営者の指定等） 
第 14 条 特定地方管理空港を管理する地方公共団体（以下「特定地方空港管理者」という。）

は、当分の間、特定地方管理空港の管理を効果的に行うため必要があると認めるときは、条例

で定めるところにより、法人であって当該特定地方空港管理者が指定するものに、当該特定地

方管理空港の運営等（着陸料等を自らの収入として収受するものに限り、これと併せて実施さ

れる当該特定地方管理空港に係る第二条第六項第二号から第四号までに掲げる事業を含む。）

を行わせることができる。 
２  次の各号のいずれかに該当する法人は、前項の規定による指定（以下単に「指定」とい

う。）を受けることができない。 
一  破産手続開始の決定を受けて復権を得ない法人又は外国の法令上これと同様に取り扱わ

れている法人 
二  第十二項の規定により指定を取り消され、又は民間資金法第二十九条第一項（同項第一

号に係る部分に限る。以下同じ。）の規定により公共施設等運営権を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない法人 
三  指定を受けた者（以下「特定地方管理空港運営者」という。）が第十二項の規定により指

定を取り消された場合又は民間資金法第九条第四号に規定する公共施設等運営権者（以下単に

「公共施設等運営権者」という。）が民間資金法第二十九条第一項の規定により公共施設等運 
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営権を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実が発生した当時現に当該特

定地方管理空港運営者又は当該公共施設等運営権者の親会社等（その法人の経営を実質的に支

配することが可能となる関係にある法人として政令で定めるものをいう。以下同じ。）であっ

た法人で、その取消しの日から五年を経過しないもの 
四  役員のうちに次のいずれかに該当する者がある法人 
イ 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者 
ロ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱われ

ている者 
ハ 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終

わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者 
ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六

号に規定する暴力団員（以下単に「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五

年を経過しない者 
ホ 特定地方管理空港運営者が第十二項の規定により指定を取り消された場合又は公共施設

等運営権者が民間資金法第二十九条第一項の規定により公共施設等運営権を取り消された場

合において、その取消しの日前三十日以内に当該特定地方管理空港運営者又は当該公共施設等

運営権者の役員であった者で、その取消しの日から五年を経過しないもの 
ヘ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がイからホま

でのいずれかに該当するもの 
五  暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者がその事業活動を支配す

る法人 
六  その者の親会社等が前各号のいずれかに該当する法人 
３  第一項の条例には、指定の手続、特定地方管理空港運営者が行う特定地方管理空港の運

営等の基準及び業務の範囲その他必要な事項を定めるものとする。 
４  指定は、期間を定めて行うものとする。 
５  特定地方空港管理者は、指定をしようとするときは、あらかじめ、当該地方公共団体の

議会の議決を経なければならない。 
６  特定地方空港管理者は、指定をしたときは、特定地方管理空港運営者の商号又は名称そ

の他国土交通省令で定める事項を公表しなければならない。 
７  特定地方管理空港運営者は、着陸料等を自らの収入として収受するものとする。 
８  特定地方管理空港運営者は、空港航空保安施設の運営等を行う場合においては、空港航

空保安施設使用料金を自らの収入として収受するものとする。 
９  第七項の着陸料等又は前項の空港航空保安施設使用料金は、特定地方管理空港運営者が

定めるものとする。 
１０  特定地方空港管理者は、特定地方管理空港の運営等の適正を期するため、特定地方管

理空港運営者に対して、その業務若しくは経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、

又は必要な指示をすることができる。 
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図表 17 特定地方管理空港における導入手法の整理 

 

 

② 官民役割分担の検討 

現状の上下一体での収支状況を考慮すると、人件費や委託費等での一定の効率化効果が期

待できるとしても不足額全額の捻出は困難と思料される。ターミナルビルは潤沢な純資産を

抱えるが、今後の修繕・改修に必要な財源と見込まれる。 

フルコンセッションでの実施は、相当の旅客・路線増が見込まれなければ現実的とは言い

１１  特定地方管理空港運営者は、特定地方管理空港の運営等の業務の全部又は一部を休止

し、又は廃止しようとするときは、特定地方空港管理者の許可を受けなければならない。 
１２  特定地方空港管理者は、特定地方管理空港運営者が次の各号に掲げる場合のいずれか

に該当するときは、指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ず

ることができる。 
一  偽りその他不正の方法により指定を受けたとき。 
二  第二項各号のいずれかに該当することとなったとき。 
三  特定地方管理空港の運営等を継続することが適当でないと認められるとき。 
四  正当な理由がなく、第十項の指示に従わないとき。 
五  特定地方管理空港の運営等に関する法令の規定に違反したとき。 
１３  特定地方空港管理者は、特定地方管理空港運営者が第十一項の規定による特定地方管

理空港の運営等の業務の全部の廃止の許可を受けたときは、その指定を取り消すものとする。 
１４  国管理空港特定運営事業、地方管理空港特定運営事業及び共用空港特定運営事業並び

に関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する法律（平成二十

三年法律第五十四号）第二十九条第一項に規定する特定空港運営事業に係る民間資金法第九条

及び第二十九条第一項の規定の適用については、第十二項の規定による指定の取消しは、同条

第一項の規定による公共施設等運営権の取消しとみなし、当該みなされた指定の取消しを受け

た公共施設等運営権者は、同項第一号ロに該当するものとみなす。 



29 
 

難く、基本施設の修繕・改修を除外するか除雪費を補てんする等の対応が必要であると思料

される。図表 18 に考え得るスキーム別に官民役割分担を示す。 

 
 

図表 18 スキーム別官民役割分担 
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(2) 人員体制の検討 
 

包括管理及び MC3における基本施設部分については、昨年度検討したアプローチ（次ページ

参照）を基に、県職員を 5 名削減（民間委託）する体制を設定した。昨年度の基本施設に係

る人員体制検討に加え、本調査では民間委託する業務についても人員体制を検討することと

し、総務/管理係で 3 名、施設係で 2名とした。 

また MC では本庁職員業務の路線誘致部分を民間に一部移転することを想定した。 

コンセッションは原則として民間の役割であるが、特定地方管理空港であることを踏まえ、

企画・計画、路線誘致の一部を県職員が担当することとしている。 

 

 

 

図表 19 人員体制（案） 

 

 

  

                                                   
3 MC：マネジメントコントラクトの略 
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（参考）昨年度行った人員体制の検討 

 

① 検討方法 

昨年度調査を行った時点の空港管理事務所の人員体制は 18名であった。これを基に以下の 3つ

のアプローチで人員体制の検討を行った。 

1. 現状体制からの検討 

現人員体制 16名（所長及び現業職を除く）を固定し、包括化による業務再分担による県職

員及び委託者の配分を変化させ、県職員の最低必要人数を算出する。 

2. 労働基準法からの検討 

労働基準法で定められている休日、有給休暇日数を考慮し、最低必要人数を算出する。 

3. 職能業務量からの検討 

現状の業務について、各業務の所要時間、頻度、必要人員を基に業務量を算出し、業務間

の関連度を勘案しながら業務再配分を行い、最低必要人数を算出する。 

 

図表 20 昨年度調査における人員体制検討方法 
【現状の運営体制】 

 

 

【検討フロー】 
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② 検討結果 

 検討結果は図表 21 の通りで、県職員削減可能人数はアプローチ 1、2、3でそれぞれ 5名、7名、

8 名となった。今回の比較検討には、現人員体制を基準とし、効率化の程度を最も保守的に見た

アプローチ 1 を採用した。 

 

図表 21 昨年度調査における人員体制検討結果 

 

 

  



33 
 

3-2．リスク分析 
 

本項では、想定されるリスクの洗い出しと分析、リスク分担及び対応策の検討を行う。 
事業期間中に発生する可能性のある事故、需要の変動、天災、物価の上昇等の経済状況の変化

等一切の事由を正確には予測し得ず、これらの事由が顕在化した場合、事業に要する支出または

事業から得られる収入が影響を受けることがある。内閣府「ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に

関するガイドライン」によれば、リスクとは選定事業の実施に当たり、協定等の締結の時点では

その影響を正確には想定できないこのような不確実性のある事由によって損失が発生する可能性

のことである。 
 
(1) 想定されるリスクの洗い出しと分析 
 

① リスクの洗い出し 

 恒常的・経常的リスク 

日常的に顕在化することが想定されるリスクであり、収支・会計上影響を与え

る内容である。過去にそのために特別な財政措置等を行っている場合は、リスク

負担が困難である可能性が高い。 

（例）県内観光需要変動、景気変動、減便・機材小型化、人材確保、施設・機械

更新等 

 偶発的リスク 

日常的には顕在化しないが、顕在化すると影響度の大きいリスクであり、空港

の場合固定費が大きいため、運営停止による収入減少は多大な影響を与える。 

（例）自然災害、事件事故、法令変更等 

② リスクの分析 

 帰責性・起因性 

帰責性が明確である場合は、帰責者が負担することが一般的で、この場合、実

際の対処者と責任負担者が異なる場合がある。 

 予見性 

予見可能であるリスクは回避の可能性や対処の可能性がある。しかし除雪のよ

うに予見が可能であっても、回避や対処に妙策があるわけではない場合には、対

処者と責任負担者が異なる場合がある。 

 履歴等に見る予測や対応の可能性 

履歴等により分析可能な内容であるかどうかを分析する。履歴により、発生確

率や影響度の予測が可能となり、保険等での対応可能性がある。 

 顕在化時の影響度 

顕在化した場合の影響の程度の大小を分析する。空港の場合、損傷等に伴い運

営が停止する状況となると、収入面、支出面双方に影響が生じるため影響が大き

い。  
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(2) リスク分担の検討及び対応策の検討 
 
① コンセッションにおけるリスク分担の基本的な考え方 

空港運営全般に係るリスク分担及び対応策を図表 22 に示す。運営権者は、本事業に

おいて、その自主性と創意工夫が発揮されるように、着陸料等その他利用料金の設定及

び収受が原則として自由とされていることに鑑み、本事業に係るリスク（空港需要の変

動リスクを含む。）は、実施契約等に特段の定めのない限り運営権者が負う。ただし、そ

れに応じた裁量を与えることが前提である。また秋田空港固有のリスクについては、民

間事業者の負担可能性を考慮することが必要となる。 

リスクは最もよく管理することができる者が分担するというのがリスク分担の基本的

な考え方であり、空港運営に係る一般的なリスクである需要変動、天候（濃霧・強風等）、

支出超過、物価変動、金利変動については事業者負担が想定される。一方、秋田空港（及

び類似性状を有する空港）に特有なリスクである施設性状、降雪については、原則とし

て事業者負担が想定されるが、リスク量の多寡によっては一部を管理者が負担する等の

手当てが必要となると考えられる。 

また、本来であれば責任負担者が対処することが望ましいが、リスクの内容によって

は責任負担者が対処可能とは言えない場合がある。以下、例外的に国がリスク負担する

ことがある場合を列挙する。なお、個別のリスクにおける具体的な分担内容については

以下に記載する内容を基本とし、詳細については実施契約書において定めることとなる。 

 

 不可抗力 

 国及び運営権者のいずれの責めにも帰すべからざる地震、津波等の事象であっ

て、本事業の実施に直接かつ不利な影響を与える等実施契約に定める一定の要

件を満たした事象（以下「不可抗力」という。）が生じた場合であって、運営

権者が付保した保険によっても空港運営事業に係る損害を補填するに足りな

いときは、国が運営権設定対象施設の復旧等の措置（以下「事業継続措置」と

いう。）をとる。国が事業継続措置を行ったときは、運営権者は、運営権者が

付保した運営権設定対象施設に対する保険契約に係る保険金等を国が受領す

ることができるよう必要な措置をとらなければならない。 

 運営権者は、空港運営事業期間中、実施契約において国が定める基準以上の保

険に加入しなければならない。なお、国が承諾したときは、運営権者が保険加

入に代替する措置をとることを認める。 

 また、不可抗力によって本事業の一部又は全部を実施することができなかった

場合、国は、空港運営事業期間の延長若しくは実施契約上の義務の一時的免責

又はその両方の措置をとることがある。 

（例）自然災害、事件事故等 

 瑕疵担保責任 

 運営権設定対象施設について、空港運営事業開始日以後 1 年以内に物理的な
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隠れたる瑕疵が発見された場合、国は、当該瑕疵によって運営権者に生じた損

失について、運営権対価の金額を上限として補償する（損失の補填として空港

運営事業期間を延長する場合を含む。）。 

（例）滑走路の瑕疵等 

 特定法令等変更 

 事業期間中に、本事業にのみ適用され運営権者に不当な影響を及ぼす法令、政

策の変更等実施契約に定める一定の事由（以下「特定法令等変更」という。）

が生じ、運営権者に損失が生じた場合、国は、当該特定法令等変更によって運

営権者に生じた損失を補償する（損失の補償として空港運営事業期間を延長す

る場合を含む。）。 

（例）施設の設計基準・運用基準の改正、保安管理等に係る指針の改正等 

 緊急事態 

 空港運営事業期間中に運営権者による本空港の安全な運営が阻害されるおそ

れのある事態等実施契約に定める一定の事由が生じた場合であって、本空港を

他の公共の用途に供することその他の理由に基づく公益上やむを得ない必要

が生じたときは、国は、ＰＦＩ法第 29 条第 1 項（第 2 号に係る場合に限る。）

に基づき、運営権の行使の停止を命じて、自ら本事業に係る施設を使用するこ

とができる。この場合、運営権者は、国が本空港において実施する事業に協力

しなければならない。 

 国がＰＦＩ法第 29 条第 1 項（第 2 号に係る部分に限る。）に基づき運営権の

行使の停止を命じたときは、ＰＦＩ法第 30 条第 1 項に基づき、運営権者に生

じた損失を補償する。 

（例）航空事故、ハイジャック・テロ、病原体の水際対応、自然災害、火災等 

 

以上で検討したリスク項目・考え方について、スキーム別にリスク分担及び対応策を

検討したのが図表 22 である。 

包括管理、マネジメントコントラクトでは支出超過、物価変動のみ民間が分担し、そ

れ以外は管理者が分担する。 

コンセッションでは原則として、緊急事態以外のリスクは民間が分担し、不可抗力リ

スクについては保険等の対応策によって一定額、一定期間までをリスク分担する。瑕疵

担保、法令変更については内容によっては管理者の分担となり、天候（降雪）リスクに

ついては一定額を超過した部分を管理者が分担することが現実的と考えられる。さらに

コンセッション（設備投資除外）では、設備投資及びそれに付随する金利変動に係るリ

スクが管理者の分担となる。 
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図表 22 リスク分担及び対応策の検討 
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② 具体的対応策の整理 

 リスクガイドラインにおける検討事項(日常的な対応等)についての考察 

ガイドラインに記載されている以下の項目について、本事業における考え方及び各

手法における取り扱いを整理すると、これらは日常的なリスクへの対応にかかる内容

であり、次項の内容と比較して軽微な内容である。こうした軽微な内容は、前述のと

おり手法によりリスク負担の方針が異なる。 

図表 23 に示す項目のうち、公共サービスの利用度の当初の想定との相違が恒常

的・経常的リスクに該当（ただし、需要変動の要因によっては偶発的リスクに該当）

し、それ以外は偶発的リスクに該当する。 

 
図表 23 リスクガイドライン記載項目の整理 

 

(出所) 内閣府「ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガイドライン」 
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 事業継続にかかるリスク(重大な事態等)にかかる方策（コンセッションの場合4） 

事業継続にかかるリスク負担にかかる方策は、厳密には官民いずれかが一方的に負

担するものには限定されない。事業を継続させることが第一であり、そのために両者

が協力してリスク負担を行うことが必要となる。ただし、管理者である県としては、

空港の存続にかかわる最終的なリスクを負担する必要がある。 

事業継続にかかわるリスク負担の方策としては以下のような内容が想定される。こ

れらをリスクの内容に応じて、選択的、段階的に使い分けることで事業を存続させる

または終了し、自らの実施に変更することとなる。 

 

図表 24 事業継続にかかるリスク(重大な事態等)分担の整理 

 

 

  

                                                   
4 コンセッションであればスキームに拠らず事業継続に係るリスク負担は共通、また包括管理、

MC においては事業継続に係るリスクは県の負担である。 
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3-3．事業スキーム（案）の検討 
 
(1) 各事業スキームの概要 
 
 3-1、3-2 の検討を踏まえ、本業務で検討する各事業スキームの概要は下記及び図表 25 の通り

である。 

 

① フルコンセッション 

駐車場運営も含め、空港運営に関する業務に関して、原則として民間（運営権者）の事業

範囲から除外される業務はなく、TB 経営も運営権者が一体で行う。ただし路線誘致のトップ

セールスに関しては県が業務を担う。本スキームでは偶発的リスクを除き、原則としてリス

クは民間が負担する。民間の裁量が大きく、また空港施設とターミナルビル（“TB”）が一体

で経営にされるため、より高い効率性が期待できる一方、事業採算性によっては民間事業者

の関心度が低いおそれがある。 

 

② コンセッション（一部除外） 

 ①の民間の事業範囲から、空港施設整備・修繕のみを除外したスキームである。従って偶

発的リスクに加えて施設整備・修繕に係るリスクを除いた部分が民間の負担となる。①と比

較して施設整備・修繕に係る財務的な負担が軽減されることにより事業採算性が向上する一

方、修繕の対応が機動的でなくなるおそれがあり、また施設整備・修繕に関する管理者の財

政支出が生じるというデメリットがある。 

 

③ JV 型コンセッション（管理者からの支払いを含む） 

 民間の業務範囲は①と同じであるが、除雪等冬季業務及び空港施設整備・修繕に関しては

県が費用負担するスキームである。民間のリスク負担からは偶発的リスク、整備・修繕及び

除雪に係る部分が除外されるが、民間が全ての業務を担うことにより民間の裁量は確保され、

効率的な運営が期待できる。一方で、施設整備・修繕及び除雪に関する管理者の財政支出が

生じるというデメリットがある。 

 

④ マネジメントコントラクト（MC） 

 日常的な運営業務の民間委託（包括管理委託）に加えて、路線誘致業務を民間委託するス

キームで、包括管理委託に関しては県が管理委託料を、路線誘致に関しては県（管理者）か

ら誘致実績に応じた成果報酬及び委託料を支払う。民間のリスク負担は運営コストの長期リ

スク管理のみに限られるが、路線拡大による収益増加が見込まれる。一方で、管理者の財政

支出の軽減は限定的となる。また国内では先行事例がないため、関係者への説明に工夫が必

要である。 

 

⑤ 包括管理委託 
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 日常的な運営業務のみを民間委託（包括管理委託）するスキームで、県からのリスク移転、

財政支出の軽減及び民間委託の効果は限定的である。 
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図表 25 各事業スキーム（案）における業務範囲の詳細化 
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（参考）民間事業者に対する成果報酬 
 民間事業者に対する成果報酬を導入している国内外の他空港の事例を以下に示す。MC 導入時

の路線誘致等の活性化メニューの成果報酬や支払い規模を検討するに当たり、既存事例を参考と

できる。 
 
但馬空港 

 県は下記の「県による財政支援の対象となる事業」に要する経費から、下記の収入を減算

した額を支援する（図表 26）。 

 収入と経費の収支差額の取り扱い 

 運営権者の経営努力を促し県民サービスの向上を図るため、県からの支援額を含めた

収入が経費を上回る場合、その収益の 2 分の 1 の額を運営権者の収入として認めるが

（経費が支援額を下回る場合、支援額と経費の差額は精算）、暴風、豪雨、豪雪、洪水、

落盤、落雷、地震、火災、その他の自然災害（以下、「自然災害」という。）によるもの

を除き、損失が生じた場合は運営権者の負担とする。 

 

図表 26 但馬空港運営権者に対する支払 

 

 

 

 

（出所）但馬空港運営事業 実施方針 

 

  



43 
 

シカゴ・ゲーリー空港 

管理者(Authority)は運営権者(Manager)に対して補助対象経費(Operating Expenses、法人

税・償却費を含まない)に加えて、下記の通り定められた成果報酬を支払う。 

 

図表 27 シカゴ・ゲーリー空港運営権者に対する成果報酬 

 

 

（出所）http://garyairport.com/pdf/Gary_Airport_Management_Agr_GYY.pdf 

 

 
（参考）MC における路線誘致以外の業務案 
  MC の業務として、路線誘致以外に下記のような業務を委託することも考えられる。 

 空港経営支援 

路線誘致による旅客数増加以外に、空港自体の活性化を目指した経営コンサルティング

業務で、具体的には下記のような項目が想定される。 

 空港収支分析 

 他空港での旅客動向調査 

 ターミナルビルへの分析報告、経営アドバイス等 

 対外的な情報発信 

  路線誘致につながる観光プロモーション等の対外的な情報発信を行う業務で、MC 事業

者が県外企業の場合は地元企業との連携も考えられ、具体的には下記のような項目が想定

される。 

 空港でのイベント企画 

 空港・地域 PRのための情報発信・商品開発等 

 ツアー、県内イベント等との連携 

 宿泊施設や二次交通系企業とのタイアップ 

 他空港と連携した情報発信・企画開発  

＜参考イメージ＞

収入

補助対象経費 EBITDA
空港収支

運営権者への支払 補助対象経費 ①②③

15% 5%
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第４項 コンセッション及び新たな民活運営方式の導入で期待される効

果等の検討 

 
4-1．事業目標の設定 
 
(1) 需要予測の検討 
 

i. 予測の全体像 

 需要予測の全体像は図表 28 に示す通りである。国内線と国際線に区分し、日本全体の需要

から秋田県の需要を抽出する。 
 

図表 28 需要予測の全体像 
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（参考）昨年度行った需要予測検討 
 昨年度調査では、以下のとおり日本全体と秋田県における旅客流動量の推計を行っている。 
 

【日本全体の旅客流動量】 
 まず日本全体の旅客流動量を推計する。過去の国内旅客総流動と、過去の社会経済指標に

ついて回帰分析を行い、得られた回帰式に将来の社会経済指標を当てはめることによって、

将来の国内旅客総流動を予測する。将来、航空との転換要素がある「JR 定期外」を競合交通

機関と考え、「航空」＋「JR 定期外」を国内旅客総流動と設定する。「乗合バス」も航空と競

合し得るが、現在「乗合バス」の利用率が高いのは比較的距離の近い都道府県間の移動であ

るため、航空への転換需要は少ないと考え対象外とする。 

過去の旅客流動量の分析にあたっては、国土交通省の「旅客地域流動調査」「航空輸送統計

年報」のデータを用いる。特殊要因のあった年はダミーを設定し調整を図る。 
 

図表 29 日本全体の旅客流動量推計方法 

 
 

国内旅客総流動と各経済指標の対数をとり回帰分析を行ったところ、図表 30 の通りとなっ

た。GDP・人口ともに旅客流動と一定の相関がみられたが、下記の点が判明した。 

 名目 GDP と実質 GDP をそれぞれ説明変数として回帰分析を行ったところ、実質 GDP の

方がより説明性が高い。 

 総人口と 15 歳以上人口、生産年齢人口をそれぞれ説明変数として回帰分析を行った

ところ、最も説明性が高いのは 15 歳年齢以上人口であり、総人口の説明性も高いが、

生産年齢人口は説明変数としてふさわしくない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

元
データ

国土交通省
「旅客地域流動調査」
「航空輸送統計年報」

[社会経済指標]
・日本名目GDP(内閣府国民経済計算)
・日本実質GDP(内閣府国民経済計算)
・日本総人口(総務省)
・日本15歳以上人口(総務省)
・日本生産年齢人口(総務省)
・日本人口1人あたり名目GDP
・日本人口1人あたり実質GDP

[ダミー変数]
・東日本大震災ダミー(H23)
・関西大震災ダミー(H6)
・世界金融危機ダミー(H20)

＋回帰分析
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図表 30 国内旅客総流動 回帰分析モデル一覧 

 

 
図表 31 国内旅客総流動予測結果 

 

(出所)将来人口推計：国立社会保障・人口問題研究所 
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国立社会保障・人口問題研究所
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【秋田県と各都道府県間の旅客流動量】 
日本全体の旅客流動量のうち各都道府県の旅客流動量が占める割合の推移を見ると、大

きな変化はみられない。よって、近年のトレンドを反映し、過去３年の加重平均比率で各

都道府県に分布すると想定して予測を行う。秋田県が占めるのは、日本の旅客総流動量の

0.20%である。 
 

図表 32 各都道府県が日本全体の旅客流動量に占める割合 

 
（出所）全国幹線旅客純流動調査（2010 年） 

 
 前節までで試算した「航空」と「JR 定期外」を合わせた旅客流動量に、直近の航空分担率

を掛け合わせることで、秋田県の潜在国内航空需要を試算した。成り行きベースでは、平

成 32年頃をピークに、以降は人口減少の影響により逓減すると予測される。 

 

図表 33 秋田県の潜在国内航空需要 

 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平
成

27
年

平
成

28
年

平
成

29
年

平
成

30
年

平
成

31
年

平
成

32
年

平
成

33
年

平
成

34
年

平
成

35
年

平
成

36
年

平
成

37
年

平
成

38
年

平
成

39
年

平
成

40
年

平
成

41
年

平
成

42
年

平
成

43
年

平
成

44
年

平
成

45
年

平
成

46
年

平
成

47
年

平
成

48
年

平
成

49
年

平
成

50
年

平
成

51
年

平
成

52
年

平
成

53
年

平
成

54
年

平
成

55
年

平
成

56
年

平
成

57
年

平
成

58
年

平
成

59
年

平
成

60
年

平
成

61
年

平
成

62
年

平
成

63
年

平
成

64
年

平
成

65
年

平
成

66
年

平
成

67
年

平
成

68
年

平
成

69
年

平
成

70
年

平
成

71
年

平
成

72
年

(千人)

平成 32 年度 



48 
 

本調査では、秋田県と各都道府県の旅客流動量や日本全体のインバウンド旅客数より、秋田

県の国内線及び国際線の需要を推計する。 
 

① 国内線 
 本調査において、昨年の推計モデルに基づく平成 32 年の秋田県と各都道府県の年間旅

客流動量(航空+JR 定期外)を整理した結果、図表 34 の通りとなった。年間 6 万人以上の

旅客流動があれば小型ジェット機で１日１往復の運航が可能であり、北海道・新潟県・

首都圏・中部圏・関西圏・北部九州圏について６万人以上の流動が予測される。需要喚

起が至上命題ではあるが、成田・関空・福岡／北九州／佐賀空港などについて、チャー

ター便の就航、さらには定期便化を目指すポテンシャルはあると考えられる。 

 

 

図表 34 秋田県と各都道府県間の旅客流動量 
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② 国際線インバウンド 

【今後の成長見通し】 

2012 年以降、訪日外国人数は急増しており、政府は平成 28 年 3 月に目標値を修正し、2020

年に訪日外国人 4 千万人という意欲的な目標を掲げている。2016 年も訪日外国人は前年比

増を続けており（図表 35～図表 395）、今後も成長すると想定される。 

 
図表 35 外国人入国者数（2015～2016 年） 

 
 

図表 36 中国人入国者数（2015～2016 年） 

 
 

  

                                                   
5 (出所) 出入国管理統計 
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図表 37 韓国人入国者数（2015～2016 年） 

 
 

図表 38 台湾人入国者数（2015～2016 年） 

 
 

図表 39 香港人入国者数（2015～2016 年） 

s  
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図表 40 インバウンド旅客数：訪日外国人の政府目標値を達成した場合6 

 
（出所）出入力管理統計、政府目標を基に作成 

 
 

 
  

                                                   
6 航空だけでなく、フェリーを含む全交通モードの数値を示す。 
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【全体の分析】 

図表 41 に示すように、日本全体のインバウンド旅客数は世界名目 GDP の動きと連動して

いない。旅客増加にはビザ緩和等、国別の固有事由があると考えられるため、本調査では

近年のインバウンド旅客数が増加しり、他の地方空港の就航状況などから秋田空港への就

航可能性が見込まれる国ごと（中国、韓国、台湾、香港、タイ）で分析を実施する。 

 
図表 41 インバウンド旅客数の推移 

 
 

図表 42 国別インバウンド旅客数の推移 
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【国別分析】 
次に、各主要国から期待できるインバウンド旅客数の規模を推計する。 

 

 過去の国籍別インバウンド旅客数と社会経済指標について回帰分析を行い、得られた回帰式に

将来の社会経済指標を当てはめることによって、将来の国籍別インバウンド旅客数を予測する。 

インバウンド旅客数が多い各国の旅客数実績及び推計に採用する回帰分析モデルは下記の通り

である。 

 

【中国】（図表 43） 

 2009（平成 21）年の個人観光ビザ発給開始を契機に、中国人インバウンド旅客数の増加率が高

まった。2011（平成 23）～2013（平成 25）年は東日本大震災や日中関係悪化によって旅客数は横

ばいとなったが、航空路線の新規就航・増便や免税制度の拡充、2015（平成 27）年のビザ発給要

件緩和によって 2014（平成 26）年以降は旅客数が急増している。 

 
図表 43 旅客数実績及び推計（中国） 
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【韓国】（図表 44） 

 2009（平成 21）年の新型インフルエンザの世界的な流行、2011（平成 23）年の東日本大震災に

よる落ち込みを除き、韓国人インバウンド旅客数は増加傾向にあるが、2015（平成 27）年は円安

進行、LCC の新規就航・増便等があり特に大幅な増加が見られる。 

 
図表 44 旅客数実績及び推計（韓国） 
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【台湾】（図表 45） 

 2009（平成 21）年の新型インフルエンザの世界的な流行、2011（平成 23）年の東日本大震災に

よる落ち込みを除き、台湾人インバウンド旅客数は増加傾向にあり、特に 2012（平成 24）年以降

は円安の進行により旅客数の大幅な増加が見られる。 

 
図表 45 旅客数実績及び推計（台湾） 
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【香港】（図表 46） 

 2009（平成 21）年の新型インフルエンザの世界的な流行、2011（平成 23）年の東日本大震災に

よる落ち込みを除き、香港人インバウンド旅客数は増加傾向にある。特に 2012（平成 24）年以降

は円安進行、2015（平成 27）年には地方空港への直行便就航、チャーター便運航により旅客数は

急増している。 

 
図表 46 旅客数実績及び推計（香港） 
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【タイ】（図表 47） 

 2011（平成 23）年の東日本大震災による落ち込みを除き、タイ人インバウンド旅客数は増加傾

向にある。2012（平成 24）年以降は円安進行、2013（平成 25）年の短期滞在ビザ免除開始により

旅客数は急増している。 

 
図表 47 旅客数実績及び推計（タイ） 

 
 

」  
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【その他地域】（図表 48） 

 2011（平成 23）年には東日本大震災による旅客数の落ち込みが見られたが、それ以降は主に円

安の影響意よりインバウンド旅客数は増加している。 

 
図表 48 旅客数実績及び推計（その他地域） 
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【国別将来需要推計】 

 前節で採用したモデルに基づく国別将来需要推計は図表 49 の通りである。 

 

 今後は、2012（平成 24）～2015（平成 27）年の間ほどの増加率は見込めないものの、東アジア

を中心に GDP 成長に応じたインバウンド旅客数の増加が期待できる。特に中国は他地域と比して

高い GDP 成長率、人口の多さにより引き続き高い増加率及び旅客数の絶対的な多さが見込まれる。 

 
図表 49 国別将来需要推計 
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【秋田県訪問者数】 
日本全体の国際線インバウンド旅客の訪問先都道府県の経年変化をみると、ここ数年は大

きな変化がみられない。 

秋田県を訪問しているのは、日本全体のインバウンド旅客数の 0.3%(ただし複数都道府県を

訪問した場合は複数回答となるため、合計は 100%を超える)であり、その場合の国籍別秋田県

訪問者数の推計を行った。 

 
 

国内需要及び海外需要をまとめると、以下のような全体像が判明した。 

 
図表 50 国内・海外需要の全体像 

 
 
  



61 
 

(2) 事業目標の検討 
 
① 検討の全体像 

前述の需要推計をもとに旅客数の目標値に係る検討を行った。 

国際線については、秋田県を訪問する外国人旅行者数の将来需要推計をもとに直行便の成

立可否を検証し、成立可能な場合には直行便での需要獲得、直行便の成立が難しい場合には

LCC による成田からの乗継便需要獲得を目指す。 

国内線については、既存路線については旅客数の現状維持を図るとともに、秋田－首都間

の旅客流動については LCC 就航による JR からの転換も見込む7。 

 

秋田空港の旅客数増加のためには、①訪日外国人旅行者の秋田県訪問率の上昇、②秋田県

を訪問する外国人の秋田空港利用率の上昇、③国内 LCC 就航などによる JR 等他モードから

の転換率上昇(または新規需要創出)、を実現する必要がある。 

 

図表 51 事業目標検討の全体像 

 

 

国際線の場合、少なくとも週４便の就航が見込めなければ日程の柔軟な設定が困難となり、

就航頻度の高い空港を選択される可能性が高い。現時点の推計では韓国、台湾について単独

就航も容易でない状況であり、他空港との連携は不可欠と推察される。 
短期的には、国際定期便の安定的就航が見込めるだけの便数水準に到達しないことが想定

されるため、まずは羽田経由によるレガシーキャリア便に加え、LCC 等による成田・関空等

拠点空港経由でのインバウンド需要の取り込みを図ることが現実的と考えられる。そのうえ

で、長期的にはさらなる需要拡大を実現し、直行便の就航を目指すことが妥当と考えられる。 

                                                   
7 LCC はレガシーキャリアと比して高い搭乗率確保が求められ、また補助金等の継続した支援策

の必要性が高いため、県としての対応策も検討が必要と考えられる。 
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図表 52 国際定期便就航までの流れ（イメージ） 

 
 

② 数値目標 

 訪日外国人旅行者の秋田県訪問率、秋田空港利用率、LCC 就航による JR 等他モードからの

転換率をパラメータとして、低位～高位の区分で数値目標の検討を行った。 

 
 

  

LCC等による
ハブ空港との国内定期便就航 国際定期便の就航基礎需要の拡大
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4-2. 導入前後の収支シミュレーション 
 

 民間委託導入前後の収支シミュレーションを行うにあたり、以下のような前提条件等を設定し

た。 

 

① スキーム別シナリオ 
 今回検討する収支シミュレーションにおいて、各スキームで適用するシナリオは下記の通りで

ある。 
コンセッションスキームでは、採算性の観点から旅客数が低位のケースでは事業成立が難しい。

またコンセッション導入の目的の一つとして交流人口の増加が挙げられるため、中位、高位ケー

スのみを検討する。 
MC では路線誘致業務を委託するため、旅客数が高位に至るケースまで考慮する。一方、コン

セッションと比較してターミナルビルとの連携、ひいては誘客への効果もが限定的になる可能性

も想定されるため、低位ケースも検討の対象とする。 
なお包括管理委託においては、路線誘致業務を従来通り行政が担うこととなる。従って旅客数

が中位、高位ケースに到達する実現性は低いと考えられるため、現状維持、低位ケースの 2 シナ

リオを検討する。 
 

図表 53 スキーム別シナリオ設定 

 

 
  



64 
 

② スキーム別補助金設定案 
 スキームごとに想定し得る補助金は図表 54 に示す通りである。この中から蓋然性の高い補助

金のあり方を選択し、シミュレーションを行う。 
 

図表 54 スキーム別補助金設定案 
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③ 収入・支出に関する前提 
 収入・支出項目については過去の実績及び他空港における事例を基に、それぞれ図表 55、図表 

56 の通りに推計する。また資本的支出については県の施設更新計画を利用する。 

 
図表 55 収入項目に関する前提 

 
 

図表 56 支出項目に関する前提 
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④ 路線誘致に対する成果報酬 

 MC において路線誘致を受託する民間事業者に対する支払スキームとして、以下の料金体系を設

定し、収支シミュレーションに適用する。 

【付帯条件】 

 チャーター便数の最低誘致水準を設定し、未達の場合にはペナルティを課す（路線

誘致委託料の減額等） 

 路線誘致委託料と包括管理委託料は独立に計算される（路線誘致成果報酬が増える

ことにより、包括管理委託料は減額されない。これにより民間事業者の路線誘致に

対するインセンティブが維持される） 

 民間事業者のインセンティブ維持のため、委託料支払を期初に一括して行わない等

の策を検討する 
 

図表 57 成果報酬支払スキーム（イメージ） 
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4-3. 民間活用スキーム導入へのアプローチ 
 
 民間活用スキームを導入した場合の収支シミュレーションを行ったところ、最終的にコンセッ

ションの導入を目指す場合、本調査で行った需要予測、ヒアリング結果等に基づくと、大別して

以下の 2つのアプローチが考えられる。各アプローチのイメージを図表 58に示す。 

 

① コンセッション以外のスキームによる暫定的措置を経たコンセッションの導入 

② 民間活用当初からコンセッションを導入 

 

前節で述べた通り、コンセッションスキームを成立させるためには空港運営に関して相当の収

支改善が必要となるため、暫定措置を経るアプローチ（上記①）の方が民間事業者にとっても参

入はしやすく、また県の財政負担の観点からも取り組みやすいと考えられる。 

 

ただし、いずれのアプローチを取るにしても、民間活用を導入するためには地域の意識醸成が

不可欠であり、今後は地元企業・金融機関を構成員とした勉強会等への取り組みが望まれる。ま

た当初からコンセッション導入を目指す場合は特に、地域への訪問者数を増やすための需要喚起

がなされることも重要であり、この点においても地域が一体となった戦略の策定、施策の実行が

求められる。 

 

次項では地元企業、ターミナルビル会社の参画形態・方法を検討するとともに、勉強会や地域

プラットフォームの先行事例、先行する他空港で民間活用が導入された至った経緯を整理する。 
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図表 58 コンセッション導入へのアプローチ 
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第５項 空港運営が新たな地域産業として創出できる仕組みの検討 

 
5-1．地元企業の参画のあり方検討 
 
(1) 県内企業の参画方法の検討 
 
① ヒアリングでの判明事項 

 地元企業は空港事業への参画の関心度は高く、事業内容についての理解も高いが、

現在の自らの役割を超えての参画についてはハードルが高い。 
 また事業スキームについての知識が不足しており、より深い情報の提供が必要で

ある。 
 
② 想定される事業者の構成における地元企業の役割 

 現行業務での業務受託：最も可能性が高い。施設の維持管理、警備など恒常的業

務に関与しているため、異動のある県職員よりも事業内容を熟知している可能性

があり、安定的継続性に寄与する可能性が高い。 
 金融機関の参加：可能性はあるが、運営権対価がなければ単に既存のターミナル

ビルへの貸付の借換にとどまる可能性がある（ただし平成 28 年 3 月時点で、秋田

空港ターミナルビル（株）に有利子負債残高はない）。 

 出資への参加：積極的な出資というよりも、業務受託を確実とするための消極的

な理由が想定される。 

 代表企業等：先行事例のように、真の意味での代表企業・スポンサーとなるため

にはリスク負担の覚悟が必要であるが、現時点では該当する企業が見当たらない。

地元で、不動産開発事業や商社的機能を業務として実施している企業の参画が求

められる。また、将来的に上下水道など多様なインフラにおいて民間活用が進む

ことを考えると、類似した事業を実施している企業等を育成していくことも必要

である。 
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③ 現時点での企業の参加イメージ 
 県内企業の参加意欲は高いものの、中核となる企業が現れる可能性は限定的と想

定され、空港経営を主体的に行ういわゆるマネジメント的機能を担う役割が不在

となる可能性が懸念される。当該機能を有さなければ、業務の受託が中心となる

可能性がある。 
 出資に対しては、いわゆる出資に対する利益を求めるのではなく、実業の獲得を

確実とするための出資が主たる目的であり、積極的な目的ではない。 
 
図表 59 地元企業 参加イメージ（コンセッションの場合） 
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(2) ターミナルビル会社の参画方法の検討 
 
① 他事例におけるビル会社の参画に関する状況 

先行する仙台空港、高松空港ではターミナルビル会社（“ビル会社”）は主体的に参画

しておらず、株式譲渡の対象となっている。 
ビル会社の主体的な参画については法的な制約はなく、今後国内の民営化手続で現れ

てくる可能性はある。空港管理者である国の立場としては、ビル会社の主体的な参画に

当たっては、他の事業者との公平性を保つことを考慮すると、空港所在自治体が所有し

ている株式について既存株主等に譲渡することが望ましいと考えられる。 
 

② コンセッションの場合の参画形態8 

【シナリオ 1】ビル運営事業者として参画する場合（運営事業者に応募しない） 

 

 運営事業者に全株式を譲渡することを前提とし、県は事業者を募集する。（事前に

既存株主全員の合意を取得） 

 決定した事業者に全株式を譲渡、ビル会社は運営事業者の子会社としてビルを経

営・運営する。 

 運営開始後は、親会社である運営事業者と統合の可能性がある。 

 

（メリット） 
 株式譲渡に伴い、経営陣は変更となる可能性はあるが、募集時に条件を付すこと

で、従業員の雇用は継続する可能性が高い。 
 

図表 60 ビル運営事業者として参画する場合 

 
 
 
 
 

                                                   
8 本節で述べる内容は一般的なスタディであり、実現可能性を保証するものではない。 
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【シナリオ 2】運営事業者に応募する場合 

 

 県は、自らの株式をすべて譲渡し、公平な環境下で運営委事業者を募集する。 

 ビル会社と民間企業はコンソーシアムを組成し、応募する。 

 選定された際には、SPC を組成し、運営事業者となる。 

 ビル会社と SPC の統合はなく、SPC に資金及び人材を提供し、SPC からターミナル

ビル敷地の転貸を受け、自らがビルを所有・運営することが想定される。 

 

（メリット） 

 ビル会社が運営事業者に選定された場合は、ビル会社の経営陣及び従業員すべて

の雇用・身分・条件が保全される可能性が高い。 

（デメリット） 

 ビル会社が運営事業者に選定されない場合は、当該雇用を喪失する懸念がある。 
 

図表 61 運営事業者に応募する場合 
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③ MC、包括管理の場合の参画形態 

【シナリオ 3】JV 先として参画する場合（事業者に応募しない） 

 

 ターミナルビルは従来通りビル会社が運営を継続し、県はターミナルビル運営と

は関係なく、MC 事業者または包括管理事業者を募集する。 

 県として、自らが出資するビル会社に、将来的に空港経営・運営ノウハウを養成

する観点から、ビル会社を MC または包括管理事業者の JV 先とすることを条件と

して付すことが考えられる。 

 ただし、県の入札・契約制度上妥当な扱いであるのかについて、慎重に検討する

こと（県の例規上、こうした取り扱いが明確に禁止されている条項はあるか、ま

たはこれまでの内部監査等でこうした特別な扱いについて議論となっているか等）

が必要となる。 
 

図表 62 JV 先として参画する場合 
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【シナリオ 4】MC または包括管理の受託者に応募する場合 

 

 他の応募者と同様に、ビル会社は単独もしくはパートナー企業となる民間事業者

と連携（JV または SPC 組成）して MC または包括管理の受託者として応募する。 

 

（メリット） 

 この場合、ビル会社は受託ができなかった場合でも TBの運営事業者として存続が

可能である。ただし、TB 経営に関与できない場合に他の民間事業者が関心を示す

のかについては確認が必要である。 

 
 
 

図表 63 MC または包括管理の受託者に応募する場合 
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(3) 参画形態・方法とメリット・デメリットのまとめ 
 
① 県内企業、ビル会社、県外企業の参画形態・方法 

 以上(1)、(2)において県内企業及びビル会社の参画方法を検討した。図表 64 では県内企業、

ビル会社に加えて県外企業も含め、スキーム別に参画形態・方法についてまとめている。 

 

 ヒアリングによれば、事業規模や民間委託される裁量の観点から包括管理委託は県外企業に対

する訴求力が低いと考えられ、県内企業・ビル会社 JVによる業務受託が考えられる。代表企業は

県内企業、ビル会社いずれも可能性があり、業務受託に関しても既存業務の範囲内で対応が可能

である。 

 MC では、県内企業・ビル会社・県外企業 JV による業務受託が考えられ、JV の取りまとめ役と

しては、マーケティングに係るノウハウや誘致に係る交渉能力などを勘案すると県外企業がより

適任と想定される。業務ごとに分類すると、日常的な管理・整備業務は既存の受託企業等、総務

的な業務はビル会社、路線誘致は県外企業といった分担が考えられる。 

 コンセッションでは、出資・融資に対して県内企業（金融機関含む）、ビル会社、県外企業の参

画が図表 64 の通り考えられる（ビル会社の参画形態について詳細は前節参照）。代表企業、業務

受託に関しては概ねＭＣと同様の役割・分担が想定される。 
 

図表 64 県内企業、ビル会社、県外企業の参画形態・方法（スキーム別） 
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 各スキーム導入による地域の各主体にとってのメリット・デメリットは図表 65の通りである。 

 包括管理委託では、県が負担する委託費・人件費の効率化（ひいては県民にとって財政負担軽

減）、県内企業にとっては安定的業務受託、ビル会社が JV で包括管理を受託する場合は委託費効

率化や空港管理ノウハウの獲得といったメリットが期待される。一方、路線誘致による交流人口

の増加や地域活性化の可能性は限定的である。 

 MC では包括管理委託のメリットに加え、路線誘致による着陸料収入拡大、交流人口の増加や地

域活性化、県民にとって渡航先選択肢の拡大が期待できる。 

 コンセッションでも MCと同様のメリットが期待される一方で、事業として成立させるために県

からの助成が必要となる可能性や、ビル会社の参画形態によっては従業員の雇用不安が生じる可

能性がある。 

 

図表 65 包括管理委託、MC、コンセッション導入による各地域主体のメリット・デメリット 
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5-2．地域産業活性化または新たな地域産業創出の可能性 
 
 本調査で検討している空港における新たな民活運営方式の導入は、地域活性化の一手段である。

民活運営方式の導入によって、空港関連産業の活性化、また交流人口増加に起因する地域の観光

産業の活性化が期待される。 
 

地域のインフラ産業活性化としての具体的な空港関連産業分野で想定される内容としては、以

下のようなものが考えられる。 
 旅客数増加に対応した観光地への新規就航やレンタカー等二次交通の多様化 
 空港から県内観光地等へのアクセスや宿泊施設などの間に立って調整する送客

ビジネス 
 訪日外国人へ対応するための言語対応に係るビジネス 
 ターミナルビルテナントの拡充 
 LCC 就航に伴う新たなグランドハンドリング業務の提供 

 
このほか、例えば静岡空港においては、株式会社エスエーエス（地元企業である鈴与株式会社

が 100%出資する企業。平成 20 年設立）が、ランプハンドリング、旅客ハンドリングをはじめと

する各種空港ハンドリング業務を一貫して行っている。現在、同社は静岡県外の複数空港におい

ても同種の業務を提供しており9、地元から発して全国的に事業を拡大している例として挙げられ

る。 
観光産業に関しては、来訪者増加に伴う既存宿泊業・飲食業等の活性化に加え、観光資源を活

かした新たなツアー企画・実施による更なる需要喚起等の可能性も考えられる。 
例えば、英国のノリッジ空港(Norwich airport)では、ノリッジ空港発着の旅行会社を子会社と

して設立し、旅客の需要創出を行っている。 
 

また空港関連・観光産業に止まらず、より持続的な地域社会の維持・形成の観点からは、空港

への民活運営方式導入がインフラ産業育成に資することが期待されるという点も重要である。空

港という重要な交通インフラにおいて民間を活用することが、他のインフラ（例：上下水道等）

に対する民営化や民活が将来検討・導入されていく場合に備えての、インフラの維持・管理を担

える地元企業・産業の育成及び理解の深化につながると考えられる。 
 
 
  

                                                   
9 株式会社エスエーエス ホームページによる。 



78 
 

5-3．地域産業活性化または新たな地域産業創出を実現する仕組みの検討 
 
 前節で述べた新たな地域産業活性化・創出の実現には、当然のことながら地元企業の積極的な

参画が不可欠である。以下では、公共施設運営等に係る官民連携への地元企業参画促進に向けた

施策例として、一般的な PPP・PFI 事業に関する事例について情報を整理する。 
 
 一般的な PPP・PFI 事業における地元企業の参画可能性を高めるための地域の取り組みとしては、

下記のような先行事例がある。 

この中でも福岡市 PPP プラットフォームは実績が長く、かつ継続的に活動しており、年 3～4回

のペースでセミナーを開催している。直近 2年度のセミナー開催実績は図表 67 の通りである。 

 前述のヒアリング結果より、秋田県でも地域における意識醸成が求められることが判明したた

め、まずは他地域での施策を参考に、類似の取組みを行うことが有効であると考えられる。 
 

図表 66 他地域における地元が中心となった施策例 

 
（出所）各市、東北 PPP 推進連絡協議会、山梨県建設業協会 ＰＦＩ研究会ホームページ 

 
  



79 
 

図表 67 福岡市 PPP プラットフォーム セミナー開催実績 

 
（出所）福岡市ホームページ 
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第６項 業務の基本構成等とりまとめ 
 
6-1.  秋田空港の方向性及び将来像 

 
 昨年度調査において、秋田空港は、インバウンド中心型での空港活性化を強化し、観光・企業

誘致など交流型産業と連携した、県経済活性化に資する個性ある空港を目指すことが望ましいと

いうことが判明した。具体的には、観光・産学・スポーツ等と連携したインバウンド需要の積極

的開拓による利用促進、ハブ空港との連携による国際線需要取込、地方間路線の就航強化、各セ

グメントに対応した二次交通の整備等の方向性が考えられる。その結果、秋田県下の第一空港と

して、国内外の需要を取り込み交流人口の拡大に寄与すると期待される（図表 68）。 
 さらにそれらの目標実現に向けた具体的方策としては、図表 69 のような項目が考えられる。 
 

図表 68 方向性及び将来像 

 
 

図表 69 目標実現に向けた具体的方策 
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6-2.  具体的方策実現のための体制等のあり方 
 
 さらに昨年度の調査においては、図表 69 で示した具体的方策の実現のためには、戦略性の高

い需要喚起を県が主体的に、路線誘致や空港運営には民間ノウハウを活用していく体制が必要と

位置付けている。 
秋田空港は国内の主要都市と距離が離れているため、新幹線との競合関係では比較的有利な立

地となっている。すなわち他の輸送モードとの競合環境が安定しているため、当面はモードによ

らず需要喚起に注力することで、県全体として交流人口の拡大を図り、路線誘致につなげていく

ことが必要である（図表 70）。 
 

図表 70 具体的方策実現のための体制等 

 
 
 
6-3.  役割分担・事業手法の選択肢 
 
 本調査では 3-3.で示した通り、考え得る事業手法としては包括管理委託、包括管理委託＋路線

誘致（MC）、コンセッション（フルコンセッション、一部除外型、JV 型）がある。 
他空港において包括管理委託の実施例はあるが、コスト削減が主体となり、民間事業者が疲弊

する懸念がある。包括管理委託に加えて路線誘致を併せて委託する事業手法では、路線誘致の成

果に応じた支払いをすることでインセンティブを作用させる。これにより県財政負担の軽減のみ

ならず、交流人口の増加も期待できる。コンセッションについては、現状の収支の下では独立採

算は難しいため、施設整備を除外した一部除外型、一定の追加支払いを行う JV 型が現実的であ

る。また、MC と同様に交流人口の増加が期待できる。 
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6-4.  地域産業の育成を目指した今後の進め方 
 
 本調査において、県内企業・地域金融機関は、空港民間委託に対し、県内の重要な交通インフ

ラとして事業参画への関心は高いものの、現状では情報が不足しており、同時に知見獲得の必要

を認識していることが判明した。一方、県外企業については、空港民間委託の分野には高い関心

を持っているが、秋田空港の現在の規模では参入検討に係るコスト等に見合わない面があると考

えており、参画に障壁があることが判明した。 
今後、県外企業の参画を促すには委託業務範囲や選定プロセスの工夫によるインセンティブの

設定が必要である。他方、管理者である県としては、県内の重要な交通インフラとして持続的か

つ柔軟に発展させていくためのしっかりとした体制が必要であると考えられる。 
 このような各主体のニーズを満たしていくためには、地域の産官学金等が一体となった勉強会

での議論等により、交通インフラへの民間活用の有用性について理解を深めた後、地域の活性化

及び交通インフラの維持を担う基幹産業としていくため、県内外の企業が連携して従事できる仕

組みを構築していくことが求められる。 
 

図表 71 地域産業の育成を目指した進め方 

 
 

 

 また、空港を取り巻く環境としては、福岡空港、道内空港に続き、熊本空港、広島空

港と相次いで民間委託の導入を決定している。今後もこうした動きが高まっていく可能

性がある中、需要停滞や周辺空港との競争激化による状況悪化を避けるためにも、民間

委託に向けた準備を行っておくことが重要である。最終的にはコンセッション手法の導

入等、積極的な民間委託の取り組みにより旅客数を増加させていくことが考えられるが、

準備期間・素地醸成を含め、そこに至るプロセス・シナリオを考えていくことが必要と

なる。仮にコンセッション手法の導入を目指す場合でも、図表 72 に示すように、本調

査で検討した MC、路線誘致委託、包括管理委託やヒアリングにおいて可能性が言及さ

れた空港間の連携協定を通じて地域の機運醸成、関係者調整を行い、素地を整えておく

ことが有用であると考えらえる。 
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図表 72 最終目標とそこに至るプロセス 
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6-5. 今後の短期的な取り組みについて 

 
前節でも述べた通り、交流人口拡大とその活性化効果、インフラ産業育成等の地域経済への還

元の観点では、中核となり得る地元企業等の啓発と地域経済界の空港活性化・経済活性化への関

心の拡大が不可欠である。そこで「秋田空港の民間活力を活かした活性化のための勉強会（仮称、

以下「活性化のための勉強会」）」の設立を検討する。 
 

活性化のための勉強会の目的及び取り扱うテーマとしては、 
 交流人口の拡大やこれに伴う活性化が地域経済に恩恵をもたらすことの再認識 
 空港関連産業やインフラ産業が、持続的に地域を支えていく基幹産業となることへの啓発 
 経済が縮小均衡に陥ることなく、交流人口拡大によって活性化していくための官民一体と

なった取り組みの必要性の意識づけ 
 金融機関等を含めた地域の中核企業のインフラ産業に対する認識の啓発 
 地域のインフラ産業を支えていく具体的な従事企業の育成・ノウハウ獲得 
 アジアを中心に国際化が進展する中、各産業や経済活動等で空港を活用する可能性の検討 
 空港活性化に伴う経済波及効果の検討 

等が考えられる。 
活性化のための勉強会の形式としては、取り上げるテーマに応じ、会議、講師を招いてのセミ

ナー、対話集会、秋田空港見学会、民間委託先行事例見学会等のほか、勉強会の補完を目的とし

た秋田空港の運営を学習するためのテキスト作成などが考えられる。 
また主要構成メンバーとしては地域金融機関、地域産業界、ターミナルビル会社、行政（県庁

関係部局）、学術機関（県内外の有識者、地域の大学（学生含む））、またコンセッションへの既参

入者の招聘も考えられる。 
 
 

図表 73 地域における関心度向上のイメージ 

 
 


